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1は じ め 、に
今 目・,騨 経 済 学 が 意 思決 定 指 向化(E…ch・id・ng・・ri・n・i・rung)(1}の傾 向を 強
めてきているなかにあ うて,意 思決定,経 営計画お よび投資決定 に関す る諸問
題は多 くの活発 な論議を惹 き起 こしているぼ。 この ような状況 のも と に お い
て,短 期経営計画にたいす る原価 計算の役割について も,「意思決定」 と い う
観点の もとでの再検 討が加え られ,「意思決定指 向的原価計算」(Entscheidungs-
orieptierteKostenrechnung)(3)とで もい うべき原価計算の新 しい形態が構築 され
つつあるのである。 しか も,そ こでの もっとも議論 の多い問題 のひ とつが減価
償却をめ ぐる問題 なのであるω。
そこで,本 稿 では,ア ル ノ ・マーラー トの所論を中心 にして,そ うした 「意
思決定指向的原価計算」におけ る減価償却をめ ぐる諸問題が,そ の理論的基礎
との関連で考察 され,そ の特徴点が明 らかにされ てい る。 その際,こ こでは,
とくに,現 実の客観的な意思決定現象が 問題 の中心 とされ るのではな くて,そ
のような現 象 と多様かつ多面 的なかかわ りを もってはい るものの,し か しなが
ら,そ れ とは相対的に独 自の展開の様相を呈 してい る意思決定論 とそ の理論構
造の分析に重点がおかれてい る。そ して,こ うした分析をつ う じ て,「意思決
定指向的原価計算」において強調 されている 「意思決定」が現実 の客観的な意
思決定現象を直接的に問題 としてい るのではな くて,む しろ,そ れが理論展開
のためのいわば論理 的用具 とされ,そ れを媒 介 として,「減価償却論」 の 新 た
なる展開がはか られているとい うことが明らかにされてい る。
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一般的には,「計画 とは将来 の諸問題 につ いての認識 と解決 の体系 的 ・方 法
的 プロセスである11}」といわれ ている。 また よ り詳細にみ るな ら}ま,計画設定
の プPtセスは,〔1}問題Q定 式 化,(2)目標 の決定,(3)行動可能性の分析,(4}行動
可能性 の比較 お よび(5)意思決定 とい う5つ の段階 か ら構成 され て い る{2)。ま
た,内 容的には これ とほ とん ど異な るところは ないの であ るが,シ ュナイ ダー
も計画設定の プロセスを,(1)目標形成,(2府動可能性 と外界条件 の研究,(3)行
動可能性 の比較 お よび(4慮思決定 の4つ の段階に区分 している(3)。
計 画設定 の プロセスを この ように とらえる とす るな らば,計 画 の設定に際 し
ては,ま ず,意 思決定問題 もし くは計画領域が客観的,時 間的お よび空 間的に
確定 され,つ いで,目 標決定の段階において,企 業家の行動動機か ら意思決定
問題にたいす る具体的な個別 目標が導 き出され なければ ならない ことにな る。
そ して,そ の うえで,い くつか の行動 の可能性 が この 目標 を どの よ う に 達 成
し,ま たそれが この 目標達成 のために どの程度 の貢献を なし うるかを 明らかに
す るために,行 動可能性の分析 と比較がお こなわれなければな らない ことにな
る。 こ うしだ段階を経て,決 定 が くだ され るのである。 したが って,意 思決定
もまた計画 プ ロセスのひ とつの段 階 であ るとい うことが できるのであ るω。
この よ うに して決 定が くだ され るためには意思決定 の領域⑤が限定 されなけ
ればな らない。 この意 思決定領域に相互に排 他的な考え うるすべ ての行動代替
案が含 まれ ているのであ る。 そして実践的な意思決定問題 の解決に際 しては,
この意思決定領域は客観的お よび時 間的 な基準に したが って区分 され るのであ
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る。客観的基準に もとつ く区分 としては,調 達,製 造,販 売,財 務,研 究開発
お よび管理 とい った機能部 門別 の分類があげ られ る。 また,意 思決定領域を時
間的に分割す る こと,す なわ ち,全 体 の計画期間を個 々の部分 もし くは部分期
間に分割す る際には,た とえば,週,月,年 とい った暦年に もとついた分類だ
けでは適 当ではない。 とい うのは,す べ ての意思決定 は時点に関連 した現象 で
あるために,あ らゆ る種類の細分割 とい うものが考え られ るか らであ る。 した
が って,時 間的な分割は,ほ かの部分 期間に支配的 な影響をお よぼす ような行
動可能性 につ いては,こ れを上位の長期計画において と りあげ,そ うした可能
性を与件 とす る ものについ ては,こ れ を短期計画 でと りあげる とい うようにし
て,実 行され る ことにな る。 そ こで,た とえば,短 期的な製造計画を設定す る
際には,機 械 の生産能力は一定 であ るとい うことが基礎 とされ るの である。 こ
の ことは,意 思決定領域 の時間的な分割 が,短 期的な意思決定 モデルにおいて
機械 ・設備 とい った生産要素を考慮す る際に意義を もつ とい うこ とを意味して
いるのである{6)。
こ うした問題を考察す る際には,さ らに,企 業 目標 と短期的な計画 問題にお
け る日標数値 の関連が考慮 されなければ ならない。 とい うのは,意 思決定 モデ
ルに おいて明示 的に考慮 され る活動 と選択 され るべ き目標 とのあいだには密接
な関連がみられ るか らであ る。そ の際,企 業家(意思決定者)の目標設定 が 代 替
的な行動可能性 の批判 と選択 にたいす る最上位の基準 とされ るのであ る。そし
て,そ こでは一般 に「営利経済原則」(7)(daserwerbswirtschaftlichePrinzip)ヵ:
前提 とされ ているのである。 とい うのも,そ れが市場経済体制におけ る経営 の
与件に合致す るか らなのであ る(%
この ような前提の もとにおいて,企 業家(意思決定者)はその行動可能性 と 結
びついている収 入超過額 の最適化に努め るのであ る。企業家 の設定す る目標を
モデル的に描写 した ものが 目的関数 とよばれ ているもの であ る。企業 目標そ し
てまたそれに合致 した 目的関数は機械 ・設備の耐用年数の あいだ において もそ
の妥当性を有 してい るので,短 期的な意思決定 は原則的には こ うした 目的関数
に適合 した もの とな る。 この ことは,短 期的な計画問題 にたいす る目的関数は
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企業 目標か らのみ導 き出され うるし,ま た,こ れ と関連 しなければ ならない と
い うことを意味 してい るのである{9}。
さて,長 期的な計画問題 は原理的には収入お よび支 出を基礎に して分析 され
るが,原価計算は短期的な問題を取扱 う経営 計算制度 の一 部分 であ り,しか も,
そ こにおける原価概念は一定 の計算 目的に照 らして定義 されかつ使用 されてい
るのである。 したが って,原 価概念を考察す る際 には,計 算 目的の定義が重要
となるの であ る。
、一般に,原 価計算 の任務は企業 目標の下位に位置づ け られ てい る。 したが っ
て,原 価計算は一方において企業活動 の 目的適合的な計画の設定を可能にす る
情報 を提供 しなければな らない と同時に,他 方に おい て,そ れは こ うした意思
決定 の実施を有効に 合ン トロールしなけれ ばな らない ことにな るので あ る叫
しか も,そ の際;原 価計算 の対象 とされ ているのは短期的 な計画問題 にす ぎな
いのであ る。そして ここで問題 とされ ている原価を,マ ーラー トは 「活動 と結
びついている,意 思決定領域 の価値減少aD」(dieWertminderungendesEntsch-
eidungsfeldes,diemitdenAktivitatenverbundensind)として とらえ る の で あ
る。こうした原価 は,経営 モデルの内部 において行動 パ ラメー ターが成 果に どの
ような作用をお よぼすかを考察す る際 に用い られ るだけでな く,そ れが他 の意
思決定領域にたい して どのよ うな影響をお よぼすかを考慮す る時に も使用 され
るのである。 こ うした原価概念を媒 介 として,マ ーラー トは経営 モデルの 目標
数値を企 業 目標に合致 させ よ うとす るのであ る。 したが って,こ の ことか ら,
「もし当該 モデルが全体的な意思決定領域 の一 部分だけ を考慮 に入れ てい る に
す ぎない とす るな らば,そ の時には,パ ガ トリッシ ェな原価評価,す なわ ち,
変数を,そ れに よって引き起 こされた支 出を もって評価す るとい うことは,的
はずれ のもの とな る⑫」 とい うことにな り,支 出に もとつ く原価評価 とい う も
めが否定 され るのである。そ して,そ の うえで,マ ー ラー トは価値 的な原価を
一定の意思決定状況に関連づけて算定 し ようとす るので ある。つ ま り,か れは
'製作材料お よび経営手段 の費消分 の評価に際 しても,価 値的な原価 が意思決定
とい う目的に適合 した原価 であると主張 し,「埋没原価」(sunkcosts)としての
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歴史的な調達原価 の意義を否定す るのであ るua。
こ うした意 思決定に指 向した評価をお こな う際には,ま ず,ど の よ うな尺度
数値 を用い ることが適 当であるかが検討 されなければ ならない。 そ うした尺度
数値 とし て は,経 営手段 の運転時聞(Laufzeit),作業量(Werkverrichtung)お
よび使用 に よる設備財の損耗(gebrauchsbedingterAnlagenverschlei6)が考 え ら
れ るが,マ ー ラー トは使用損耗 に よって潜在 的要素 の投入量を測 定す ることは
不可 能であるばか りでな く,評 価 問題 の解決を先取 りしてい るので,こ れを尺
度数値 として用 いる ことは不 適当である とす るのであ る。 とい うのは,た とえ
使用損耗を実 質的 ・数量 的に確定 し うるとして も,そ れを,経 済的 にみて消費
量(要素投入量)としてみなす ことがで きるか とい うこ と は,事 前には,全 く言
うことが できないか らなのである。そ して経営手段 の作業量 と運転時間につ い
ては,両 者 のあいだに密接 な関係はみ とめるものの測定 の単純性 とい う理 由か
ら,作 業量 では な く運転時間を尺度数値 として採用す るのである。マ ーラー ト
にあ っては,こ うした尺度数値を基礎に して,一 定の活動 もし くは利用が原価
を発生 させ るものであ るか ど うかが明 らかにされ,あ わせて,量 的お よび価値
的な側面か らの検討が くわ え られ るので あるa4。
ところで,そ うした活動は経営手段の在高 とも密接 な関連を もって い る の
で,さ らに,経 営手段の在高に関す る問題 が検 討 され なければな らない ことに
なる。 まず,マ ーラー トは経営手段の在 高(生産能力)が一定 とい う仮定 を設 け
ることに よって,意 思決定領域を短期的な意思決定問題に限定す るのである。
しか しなが ら,こ の ことは,短 期 的な意思決定問題 と長期 的な意思決定問題 と
のあいだ にみ られ る多 くの重 要な関係を無視す るものではない。 マーラー トは
両者の関係を投資計画 と生産計画 とに よって説 明 してい る。 その際,か れはつ
ぎの ような図表 を示 してい るロ尋。
過去のあ る時点の投 資計画の枠 のなかです でにお こなわれ た決定か ら,短 期
的な部分期間におけ る生産 計画にたい して,経 営手段の在 高が所与 であ るとい
う形 での与件(矢印1)が生ず る。 点線 の矢印llはそ うした与件(パラメーター)が
確定 してい る場合の投 資計画が部分期 間の生産 お よび販売 計画につい ての一定
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の仮定 か ら出発 している とい うことを示 してい る。矢印 正は生産計画 の行動可
能性が投資計画 の残 りの意思決定領域にお よぼす影響を示 してい る。そ して矢
印Nは 長期的 な枠組をなす計画 としての投資計画 に含め られ てい る行動 パ ラメ
ー ター(期待数値)が生産計画にお よぼす影響を示 してい るので ある。
さて,こ うした関連におけ る生産計画にたいして原価計算が適切な情 報を提
供し うるためには,適 用可能な計画 の作成方法が見つけ出され なければな らな
い。 とりわけ,モ デル変数の 目的係数が見つけ 出されなけれ ばな らないのであ
る。 また生産計画 の枠内にお いては,個 々の製 品種類が変数 とな り,個 々の製
品数量の決定を 目ざす生産計画 の意思決定 モデルが必要 とす る原価情報は,製
品にたいす る計画 限界原価 とい う形 で,原 価計算 それ もとくに限界計画原価 計
算(Grenzplank・stenrechnung)からも提供 され るのであ るaθ。 しか しなが ら,計
画原価計算 では,そ こで算定 され る計画限界原価が製品に よって引き起 こされ
た原価 である とみな され るとい う危険がひそんでいるのであ る。この ように,原
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価計算を原則的に製 品原価の計算を も って終 りとなし,し か も,そ の際,一 面
的に製 品を原価負担者 として とらえ よ うとす る ことは,必 ず し も,有 意味的 と
はいえないのである。'意思決定指 向的原価計算 はむ しろ,活 動 に関連 した原価
計算(aktivitatsbezogeneKostenr㏄hnung)とで もい うべ きものでなけれ ば な ら
ないのであ る。つ ま り,マ ー ラー トは生産領域 の諸活動が原価 負担者 としてあ
らわれ る ような計算 とな らなければ な らない と主張す るの である⑰。
この よ うに,マ ー ラー トに あ っては,製 品数量 は単純に製品計画 モデルの変
数 とはみ なされないで,生 産領域 の諸活動の細分化をつ うじて,実 際の行動可
能性 に接近す るとい う行 き方が とられ てい るのであ る。 マー ラー トは,こ うす
る ことに よって,意 思決定 モデルはい っそ う明瞭な もの とな り,個 々の行動 パ
ラメー ターの相互関連が明確 にな ると主張す るのであるas。
こうした立場か ら,マ ー ラ ー トは 「経営 手段へ の要求」(lnanspruchnahme
einesBetriebsmittels)(これは経営手段の生産的利用とでも意訳できるのであるが)と
い う活動にたいす る原価 としての減価償却費を,短 期部分 モデ ルにおいて数量
化 しよ うとす るのであ る。 そのためには,そ の決 定要素を見つけ出しそれの分
析をお こな うことが必要 となる。 その際,す でに みた ごと く,短 期 的な機械 ・
設備の利用 と長期的な枠組をなす計画 とのあいだ の関連が と くに考慮 され なけ
れ ばな らない。短期的 な計画におけ る機械 ・設備の利用 は経営手段 またはその
給付能力の質的お よび量的 な減少に影響をお よぼす のであ る。給付能力の質的
な減 少については,こ れを さ らに3つ の可能性に区別す る ことができる。すな
わち,(1)現在において機械 ・設備を利用す ることが将来 の部分期 間 に お け る
限界原価(これは支出をともな うのであるが)の上 昇を もた らす 場 合,② 質的 な給
付能 力の減 少が将来 の部分期間におけ る製品の品質低下を もた らすか,も し く
は不 良品の増大につ なが る 場 合(このことは将来の収益の減少につながるのである
が),そしてく3)将来,機 械 ・設備を売却す る ことに よってえられ る収益が現 在
の生産 的利用に よって減 少す る場合 であ る。 また量的な給 付能力の減 少に関 し
ては,2つ の場合が区別 され る。す なわ ち,(1)それが製品当 りの製 造 時 間 の
増大 として表 現 され る場合(このことによって,もちろん,将来の部分期間における
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産出能力は減少することになるのであるが)と(2)量的な給 付能 力の減少がその設備
財 の技術的な耐用 年数の短縮 を もた らす場合 であ る四。 そして こうした要因が
減価償却に どの ような影響をお よぼすか とい うことは長期的 な枠計画 の与件に
依存 しているのである。 しか し,機 械 ・設備の短期的 な利用 の程度 と,そ れに
よって引 き起 こされ る与件の変更に したが って,長 期的な行動 プログラムも変
化す るのである。 そして,その ことをつ うじて,こん どは,機 械 ・設備の短期 的
な利用 の合 目的性 に影響がお よぼされ るの であ る⑳。 さらに,こ うした長期的
な枠計画につ いて,マ ー ラー トは,こ れを さらに(1)投資計画,(2)修繕計画お
よび(3)生産 お よび販売計画 とい う3つ の部分計画 に区分す るのであ るan。マー
ラー トは,こ うした長期的な枠計画 内のそれ ぞれの部分計画 におい て,機 械 ・
設備 の短期的な利用 に よる給付能 力の減少を減価 として認識 し,そ れを評価 し
ようとす るのであ る。
この よ うに,マ ーラー トは長期的な枠計画 と相互依 存的な関係 にあ る部分計
画 との関連 におい て減 価償却を論 じてい るのである。 ところが,こ れ までの減
価償却に関す る文献は,大 抵,減 価の発生 原因の列挙 と耐用年数 を記述す るこ
とで減価償却 問題 を解 こうとしてい るの であ る。減価発生原因に関す る伝統的
な取扱 い方 にたいして,マ ー ラー トは,そ うした要 因が相互依存的な長期的な
枠計画 から一貫 して導 き出 され てはお らず,と りわけ,耐 用年数の影響力が強
調 されす ぎてい ると批 判す るのである。 そしてかれは,耐 用年数が一定の場合
において も,修 繕計画な らびに長期的な生産 お よび販売計画 の変化に よって,
減価 償却が影響 を うけ るとい う点が これ まで無視 され ていた ことを重視す るの
である四。
マーラー トに あ っては,減 価償却問題は短期 的な要求(生産的利用)とす べ て
の長期的な意思決定 領域 との関連 のなか で考慮 され ているの であ る。 しかし,
これ ら意思決定領域 の部分計画が 多面的な相互依存性を示す ことに よって,減
価 償却費 の算定は さらにい っそ う困難 な ものとなるのである。 なん となれば,
減価償却に影響をお よぼす数 値を識別 し,そ れを分析す る ことだけでは十分で
はな く,そ れ ら影響数値 とそれに随伴す る不確定要因 も同時的に考慮 しなけれ
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ばならないか らであ る。 しか し,マ ー ラー トは不 確定性 問題 の種 々の取扱いを
無視 し,「所与の単一値価 的な 予 想」(gegebeneneinwertigenErwaΣtungen)か
ら出発す るのである。 マー ラー トはそ うす ることが実践的 な処理方法 に もっと
もよ く合致す る と主張 しているのである姻。 しか も,そ の際,マ ー ラー トは▲
減価償却の決定要因を全体モデルにおい て記述 し,そ れを線型 プログラムとし
て定式 化 し,「理論的に正 しい減価償却」(theoretischrichtigeAbschfeibung)を
見 つけ 出そ うとす る リニ アー ・プログラ ミン グの手法を も ってしては,実 践 的
な意思決定問題の解決にはな らない として,そ うした 「理論 的に・正 しい減価償
却」の発見 とい うものを意識的に断念 した うえで,な お,短 期 的な部分 モデル
において,こ の 「正 しい」値価 にできるだけ接近 した減価償却を見 つけ出そ う
とす るのである閻。
そのために,マ ー ラー トは 「意思決定仮説」(Entscheiduitgshypothesen)の導
入の必要性を強調す るのである。 ここでは,厳 密 な認識論的 もし くは科学論 的
な意味での仮説が問題 とされ ているのではな くて,む しろ,決 定を下す のを援
助 した り,意 思決定を容易ならしめるた めの仮説 とい うものが問題 とされてい
るのである。それゆえ,こ うした仮説は,「意思決定 にかかわ るとお もわ れ る
諸関連についての 言 明」(AussagenttbermutmaBlicheentscheidungsrelevante
Zusammenhange)をお こな うこととな る。 そしてその証 明度は確率 に関連づ け
られ るのであ る㈱。'
この意思決定仮説は,認 識論的 もし くは科学論的な意味 での仮説つ ま り認識
仮説(Erkenntnishypothese)とはちが って,そ れ の見積 られ た もし くは 予 想 さ
れ る効用がそれ の引き起 こす費用 よ り大 で あ り,し か も,そ れ の正味の効用が
他の仮説 のそれ よ り高 く見積 られ る限 りにおいて,た とえそれが一度 も生起 し
ない として も,捨 てられ ることはないのであ る。 これ に た い し て,認 識仮説
は,そ れが現実に おいて生起 しない場合には,直 ちに,捨 てられて しま うので
ある。 こ うした意思決定仮説 とい う概 念用 具を用 いて,マ ー ラー トは意思決定
問題の解決を試み るのである。 しか も,そ の際,マ ー ラー トは単純 な仮説を用
いて作業 をすす め ようとす るのである。 したが って,そ れ は認識仮説 と比較 し
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て,そ の証 明度 とい う点 で は,は るか に 劣 った し か も概 算 的(pauSchal)な性 格
を もつ ことに な るの で あ る㈱。
こ うし て,マ ー ラ ー トの減 価 償 却 論 は 証 明度 の低 い意 思 決 定 仮 説 に基 礎 をお
い た概 算 的 な 性 格 を もつ もの とい え る の であ る。 そ うした 意 思 決定 仮 説 を 表 現・
す る もの とし て,マ ー ラー トは 「理 論 的 に 正 し い収 支 の流 れ に た い す る近 似 と
し て の原 価 閻」(dieKostenalsAnnaherungandietheoretischrichtigenZahlun・
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伝統的な原価計算におけ る減価償却 の取扱いに関 して共通 してみ ら れ る の
が,い わゆ る配分思考である。 それに よれば,減 価償却は長期 にわた って使用
し うる設備財にたいす る支 出額の個 々の期間 もし くは給付単位への配分過程 と
してとらえ られ てい るのである。 したが って,個 々の利用単位の原価 もし くは
部分期間 の原価 は,設 備財 の価格の一部分 もし くは分け前 として決定 され る こ
とになるのである。 ここか ら,原 価計算上の減価償却 の取扱いについては,こ
れを減価償却 の開始金額,経 営手段 の耐用年数 お よび償却方法 とい う3つ の構
成要素に よって特徴づけ ることが可能 とな る の で あ る。 そして,マ ーラー ト
、は,伝 統 的な原価計算上の減価償却の取扱いが意思決定指 向的原価計算にたい
して どの よ うな意義を もつか とい うことを明 らかに し,そ の ことをつ うじて,
伝統的な方法が 「理論的に正 しい」減価償却にたいす る使用可能な近似 とみな
し うるか どうかを検討す るのである。 その際,と くに,減 価償 却費の算定 に際
しての計算思考 に批判 の 目を向けるので ある。
伝統的な減価償却 の処理方 法には,機 械 ・設備 の費消量 にたいす る価値 を当
該機械 ・設備の価格か ら導 き出す とい う基本思考が 内在 してい る。そ こでの 目
標は,設 備財調達のためにかつてお こなわれた支 出額 を補償す るとい うところ
におかれているのである。 しか しなが ら,こ うした取扱いは意思決定指 向的原
価計算 の 目的に矛盾す ることにな るのである。 とい うのはそれ では計算技術だ
けが問題 とされてい るからであ る。つ ま り,そ こでは,減 価償却 は調達支 出の
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期間配分(または利用単位への配分)としてとらえられてお り,調達支出額と減価
償 却額 の合計 とは一致すべ きである,と い う見解が基礎 とされ てい る の で あ
る。 こ うした要求は 「処分 の準備」(Dispositionsvorbereitung)とい う計算 目 的
か ら導 き出 され るものではないので ある。 しか も,減 価償却額を その ように計
算す ることにたいす る論証は原価計算すなわち短期的な計画問題にたい しては
なんらの妥 当性 ももたないのであ る。調 達支 出の補償 は長期 的な計画 の枠 内に
おいてのみ保証 されなけれ ばならないか らなのであ るω。
さて,調 達価値,再 調達価値お よび時価 を減価 償却の基礎 として用い ること
は,し ば しば,そ の ような価値 の評価 に よって名 目的な もし くは実質的な資 本
の維持が保 証 され るとい うことに よって正当化 され てい る。 しか しなが ら,マ
ー ラー トはそれが独立 した 目標であ るのか どうか,ま た,こ うした 目標が意思
決定指 向的 な原価を計算す る際に どの程度 まで考 慮 され なければな らないか と
い う問題に検討 を加え るのであ る。
実体維持論議に関 しては,利 益分配 と利益 獲得 とい う2つ の側 面が区別 され
なければ ならない。 「利益分配一 お よび資本装 備側面」(Gewinnverteilungs-und
Kapitalausstattungssphare)の枠内においては,企 業 の実体をそ こな うこ と な し
に,ど の くらいの利益が分配可能であ るか とい う問題が重要 とな る。 マーラー
トは これは財務政策お よび貸借対 照表 政策の問題 であ るとして,研 究の対 象か
ら除外す るのであ る。 そして,「利益獲得側面」(Gewinnerwirtschaftungssphare)
の もとでは,実 体維持に向けての努 力が 「響導基 準」(Steuerungskriterium)と
されてい るとす るので ある。そ こでは,実 体 の維持を そ こな うよ うな意思決定
がお こなわれ ない ようにす るためには,計 画計算 において,ど の よ うな評価が
な され るべ きか とい うことが問題 とされ るのであ る。 しか し,ア ダムの研究{2}
が示 してい るよ うに,実 体 の維持は利益 獲得側 面の独 立 した 目標設 定 としては
正当化 され えない ので ある。 とい うの も 「実 体維 持原則」(Substanzerhaltungs-
prin2ip)は「利益最大化原貝li」(Gewinnmaximierungspr三nzip)もし くは 「保 証原
則」(Sicherheitsprinzip)のなかに埋没 して しま うか らなので ある{3)。つ ま り,
「長期的な利潤の最大化をはか る ことは実体維持 を含む ことにな るので あ る。
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いいかえれば,実 体は長期的に指 向している長期的な利益最大化 に向けての努
力に よって,す でに最善の仕方 で保証 されてい るのである任}。」
この よ うに,意 思決定問題 の解決 のためには,実 体の維持をはかろ うとす る
原価価値を形成す ることは必要 とはならな くな るので,そ うした ものを用い る
ことは誤 った意思決定に導 くおそれがあ ることにな る。つ ま り,も し原価計算
が利益の最大化を 目ざした意思決定(gewinnmaximaleEntscheidungen)の実 施
に役立つべ きであ るとす るな らば,実 体維持は原価計算 の独 自の計算 目的 とし
ての正 当性は もたない ことに なるのである(5)。
こ うして,マ ーラー トは減価償却方法 な らびに減価償却の基礎金額 の分析を
意思決定指向的原価 計算 とい う観点か らお こな い,そ れ らが不適当な ものであ
るとす るのである。そ の際,か れ は伝統的な扱 い方 が耐用年 数の発見を前面に
お し出してお り,本 来 の減価償却 問題であ る利用単位の評価を等閑視 している
点を重視し,伝 統的 な扱 い方 は処分 目的には原則的に使用 できない と主張する
のであ る。 さらに,マ ー ラー トは,減 価償却の2つ の決定要因である償却方法
と耐用年 数 とは切離 して計画 され るべ きではな く,相 互 に制約 しあ ってい るの
であ って,こ の点が伝統 的な扱い方では見落 とされ ていた とす るのである。そ
して,マーラー トは,減 価償却方法 の使用 可能 をテス トす る最 も重要な基準は,
その方法が 「理 論的に正 しい」全 体モデルか ら導 き出され るべ き減価償却への
有意味的な近似 とい うものを示 しているか どうか とい うこと,そ れ ゆえ,経 営
手段 の利用 と結びつけ られた意思決定領域 の価値減少を どの程度 まで数量化し
よ うとしてい るか とい うところに もとめ るべ きだ とす るのである(6}。
こ うした基 準に よれ ば,伝 統的な方法は まった く不適 当な数値を見積 ってい
るか ら意思決定指向的原価計算 のためには使用 できない とい うことにな るので
ある。 その意味において,マ ーラー トは機械 ・設備の調達価値 も,時 価 も,さ
らに また再調達価値 も減価償却 の 日的適合的な決定要因 とはな らず,減 価償却
に とっては,な ん らの意義 も有 していない ことにな る,と主張す るのである(7).
そして,マ ー ラー トに あっては,減 価償却 の大きさを決定す るのは,「 取替時
点を繰 り上 げ ることにたいす る原価 としての追 加利子」(zusatzlicheZinsenals
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KostenfUrdieVorverlegungdesErsatzzeitpunktes),「迫 加 的修 繕 措 置 に た い す
る原価 」(KostenfUrzusatzlicheReparatur・undInstandhaltungsma6nahmen),あ
るいは 「将 来 失 われ る 貢献 差 益 」(sp批ereentgangeneDeckungsbeitr5ge)とい っ
た,ま った く別 の数 値 な の で あ る⑧。 もち ろ ん,こ れ らの数 値 に よ って減 価 償
却 費 を 算 定 す る こと には 困 難 が と もな う ことは十 分 に認 め た うえ で,な お,マ
ニ ラー トは 「実際 に 意 思 決 定 適 合的 な 標 準 値 に指 向 して い る概 算 的 な 見積 り」
(pauschalesSchatzen,dassichandenwirklichentscheidungsrelevantenMaP・9r6・
Benorient三ert)を伝統的な処理 方法 よ りす ぐれているとみ なすの で あ る(9}。し
'
か も,そ の際,か れにあ っては,機 械 ・設備利用 の意思決定指向的評価 に とっ
ては,先験 的に,生 産理 論を基礎 とみなす ことは正 し くない とされ るのである。
とい うのは,機 械 ・設備の消費 と意思決定 との関連性は長期的な枠計画 か ら判
断 されなけれ ばならないか らで あ る。「減 価償却は経 営手段の生産的利用 にた
いす る稀少価値 なのである。それは生産理論的な消費量決定 とそれ の評価一 一
た とえば基準価値一 を も って しては決定 されえない のであるロ%」
この よ うに,伝 統的な意味におげ る減価償却概念は,そ の本質において,意
思決定論的に要求 され るべ き減価償却概念 とは まった く異 なっているといえる
のである。それ に もかかわ らず,マ ー ラー トは意識的に 「減価償却」 とい う用
語を用い てい るのである。つ ま り,か れは異質の内容を もつ概念を 同一の用語
で表現 してい るのであ る。 この こ と は,今 日,「減価償却」概 念が 内容的に ま
った く異 なるもの まで も包摂す るとい う形 で拡大 され てきてい ることを意味し
てお り,そ うした概念 の拡大をはか る際の論理 的用具 とされているのが 「意思
















す でにみた ごと く,意 思決定に指 向した原価計算 のための減価償却概念は,
意思決 定仮説,ま たは,短 期的 な生産計画 と長期的な枠 計画 とのあいだの相互
依存関係についての総括仮定(Pauschalannahmen)の助けを借 りて規定 さ れ て
いる。 また,実 践上 の減価償却 額の算定については,目 的適合的な減価償却要
素すなわち長期 的な枠計画 の短 期部分期間 における利用への適合方法につい て
の仮説 を設定す る ことが必要 となる。 こうした仮説は短 期的な利用 と影響数値
とのあいだの関連についての言明をお こなわ なければ ならないのであるω。
このよ うにして提 案 され てい る マ ー ラ ー トの減価償却額算定 のため の方法
は,伝 統的な方 法 と比較 してその取扱いがか な り複雑な もの とな ってい る。 し
か も,そ こでは,主 観的な予測 または見積 りが さけ られない要素 とな っている
のである。そ の ような要素をふ まえた うえで,将 来 の収 入超過額が計画時点に
まで割引かれ,そ の変 化が減価償却費 として評価 され るのである。 この減価償
却費は,形 式的には,つ ぎの よ うにして算定 され るのである。その際,マ ーラ
ー トは,単 純化 のために,売 却収 益(Liquidati・nserlδsen)カミー 定 とい う前 提 か
ら出発 してい るのである②。 またつ ぎの よ うな略称が用 いられている{3)。
X,=期間t(t=2,……,T)におい て設備財を稼 働 させるこ と。
η=短期的 な要求(生産的利用)の高 さ。
αξ@)=ηに依存 した期間におけ る関連数値 の単位当 り の(支出をともなう)
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限界原価。
atニn=orcたいす る期間 彦に おけ る(支出をともな う)限界原価。
c(n)=atの短期 的要 求(生産的利用)への依存性を示す要素。
K(n)=ηに依 存す る(支出をともなう)限界原価 の資本価値。
t・=期間指数。
ε+=短期 的な要求(生産的利用)がは じめて(支出をともな う)限界原価 に 影 響
をお よぼす よ うにな る期間。
T=設 備財の耐用年数 の終 了時点。
A(n)=要求(生産的利用)に依 存 した減 価償却額。
i=計算利子率。
短期的な計画期間は・時 点t=oとt・1の あいだに あ り,残 りの意思決定領域
は 彦=1から 彦=Tに までお よぶ ものとし,収 支 はそれぞれ期間末におい て生ず













・しか し,マ ーラー トは,こ の方法を実際に適用す るには費用 がかか りす ぎると
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して,減 価償却額 を平均原理 に し た が っ て近似的に算定す る ことを提案す る
のであ る。そ して操業度がnニ0か ら計画操業度 π=元へ変化 した ことに よ っ
て生ず る減価償却 の総額を この最後 の方程式に したが って算定 し,そ れを計画
操業度に よって割 るのであ る。 したが って,利 用単位当 りの短期生産計画にお
いては,つ ぎの よ うな減価償却額が計算 されなければな らない ことに な るω。
禦 一K(司;K(o)一誌 晋耀 一寧 、認 鵠
このよ うな考 え方に もとついて,マ ーラー トは投資計画,修 繕計画,生 産お
よび販売計画 との関連 で減価償却額 を算定す るのである。
まず,マ ーラー トは 同一の設 備財 の連鎖 とい うものを想定 し,そ こでの一'定
の収益の流れ を等価 の年金に変形 させ,そ の ことをつ うじて,最 適 の取替時点
を求め るのである。その際,マーラー トは設備財の使用期間が無限 である場合 の
減価償却額の決定を技術進歩が ないとい う前提 の もとでお こな ってい るの であ
る。そ こでは,投 資連鎖の個 々の環が同一 の ものか らな ってい るば か り で な
く,既存の設備財 とも同一である とみな され てい るのであ る。 この ような前提
のもとで,設 備財 の最適耐用年数は資本価値 を最小にす ることに よって求め ら
れるのであ る{5}。
K-∫9Sa(・)・'一・・dt-L(・・)e-・t+x・一・・e
K=tEで取替え る場合の ε=0におけ る支 出総額の資本価値。
α(り=時間 に依存 した 旧設備の支 出の流れの幅。
L侮)=取 替時点 に依存 した旧設備財 の売却収益。
K=旧 設 備の取替時点に関連づけ られ た同種投資の無限 の連鎖の支出の流
れ の資本価値。
r=害‖弓1強度。
さて,時 間の経過 中の生産速 度を一定 と仮定 した場合の最適の取替時 点は,
第2図 にみ るよ うに,旧 設備財 にfcいす る限界支 出曲線の上昇枝 と投資連鎖 の
資本価値 の限界割 引曲線 との交点に よって,決 定 され るので ある。 もしこれ ら
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こ こで,操 業 度 を ゼ ロ とした 場 合,つ ぎの式 が 成 立す る。
a(0,tE)十rL(0,tE)-Lt(OetE)=Kr
KtAO=K'N
α(旬=累 積 した 経 営 支 出額 の増 加 率。
K'A=旧設 備 の時 間 に関 連 した 限 界 支 出。
K'N=そ の後 に 続 く無 限 の支 出系 統 の資 本 価値 の 限 界割 引額 。




さて,操 業度 が 高 ま るにつ れ て,旧 設 備財 の限 界 支 出曲 線 が一・定 の時 点 君か
ら はげ し く上 昇 す る もの と仮 定 す る な ら ば,方 程式a(0,tE)+rL(0,鋤一L'
(0,旬=K.お よびa(n,tM)+rL(瓦鋤 一万(fi,tE)=K,にと って は,つ ぎ の
第3図 に み られ る よ うな 曲線 的 経 過 が 妥 当す る こ とに な る{7}。
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子tE。pt{fi}tE。pt(0}
へ と短縮 され るとい うことを示 してい るのであ る。 同時に また ここか ら意思決
定適合的 な減価償却額 も決定 され るのであ る。つ ま り,n・=Oから κ=π へ要
求(生産的利用)が高 まった ことにたいす る減価償却額 は斜線部分 の価値 に 等 し
くな るのであ る(8〕。
ところで,短 期 の期間はt=oか ら 彦=1までつづ き,し か も,減 価償却 額 は
それにつづ く期間におけ る収支 の流れ の変 化か ら算定 されなければな らないの
であ るか ら,時 点t・=1から出発す る,そ れに対応した 曲線経過が考慮 さ れ な
ければな らない ことになる。それゆえ,第3図 お よび第4図 では,横 座標の原
点はt・oでは な くてt・=1をとることにな る。
この図表か ら,投 資計画 の適用が減価償 却額 に どの ような影響 をお よぼ して
いるか とい うこ とが明 らか とな る。新規の取 替時点 砺。,,(司までは,旧 設備 の
新 しい限界支 出の経 過 ともとの限 界支 出の経過 との差額が減価償却の基準額 と
なる。 その後は,た だ,取 替連鎖 の資本価値 の限界割 引額 とも との限界支出額
との差 が 目的適合的な もの とな るのである{%
代数的 には,要 求(生産的利用)がn=0か ら η=死まで高 まった ことにたい す
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る減価償却額は,n=fiの利用に際 しての資本価値K(n)とn・=Oの利用 に際 し







A㈲ 一∫:㍗㈹ 〔a(励 一・(・t)〕e-"tdt'-J':1:ll6・ω ・一・4・
+L〔0,tE。pt(o)〕e-rte・bt(o)-L〔M,tE。P`㈲〕e-「tx・p"(■)
trt(e-・tE…㈲一e'"rtE。pt(o))
さて,.これ までの議論は,す べての取替設備財が旧設 備財 と同一 である とい
う前提の もとでお こなわれ てきた。旧設 備財が一連 の同一の設備財に よって取
替 えられ る場合には,減 価償却額は原則的には上述 の方法 と同じ方 法で決 定 さ
れ る。た とえぽ,売 上げ の増加あ るいは品質 の向上に もとつ く値上げに よ って,
収益が増加す る とい う形 での収入面への影響は,こ こでは,除 外 された。 とこ
ろが技術進歩 が み られ る場合には,無 限連鎖 の現金 支出額が減少 す る とい う
影響が出て くるのであ る。 この ことに よって,旧 設備財 の耐用 年数は短縮 され
る。とい うのは,Kr曲 線 との接点は,す でに,より低い限界支 出水準 の と こ ろ
にあるか らである。 しかしなが ら,改 良型 の設 備財 がある一 定の時点か ら利用
可能 とな る場合には特殊 な問題が生 じて くる。 この ことを,マ ー ラー トは,数
量的に一定 ではあ るが,し か し,短 期的 な要求(生産的利用)によって減 少 す る
質的な給付能力の例 を もって明 らかにしている。 ここでも,前 述 の説明がその
まま妥 当す るのであ る。 もし新 しい設備財が時点Tbに おい て現わ れ,そ こ に
おいて,旧 設備 の限界支出が なお一一連の現金価値 の限界割引額以下 となる場合
には,耐 用年数の短縮 と意思決定関連的減価償却額 とは,前 述の第3図 にした
が って決定 され る。ただ これ と異な る 点 は,Kr曲 線が時点t=0では な くTo
においてはじめ て生ず るとい うことだけ であ る。 その際,0<To<treopt(o)とな
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る。 しかしなが ら,新 設備財が利用 可能 となる場合,限 界支 出が,非 利用 に際
して も,す でに限界割引額 よ り高 くな るとす るならぽ,第4図 で示 され るよ う
な状況が生 ず る。そ こでは,す べての場合において,で きるだけ早期の取替 え
が お こ な わ れ る。 しか し,そ れ までは,旧 設備 の支出の上昇を短期的な要求




















ところで,修 繕措 置に よって設 備財 の質的 ・量的な給付能力の減少を くい と
める ことは可能であ る。 マー ラー トは最適 の修繕措 置を計画化す る際には,一
定の程度 まで,意 識的 に,将 来において損害 の発生す る可能性を我慢 しなけれ
ばな らない としているのである。 とい うのは,大 規模 な予 防措置 とい うものは
`もはや 引き合わな くな るか らである0%
さて,短 期 的な利用が π=死に高 まる ことに よって,設 備財 の質的 な給付能
力は減少し,そ の ことに よって,こ の設備財 の将来 の支出は一定 の方 向で上昇
す ることにな る。 こ うした支 出の上 昇は,追 加的な修繕措 置に よって,全 部 も
し くは部分的に補償す る ことが可能 とな る。 しかし,そ うした措 置は,こ ん ど
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は追加的な支出を引 き起 こす ことになる の で あ る。一般的には,修 繕計画の
π=πの短期的な利用 の最適な適合度は,修 繕措置にた いす る限界支 出 が,こ
の措置に よって引 き起 こされた限界節約に等 しい場合に達せ られ るといわれ て
い る。 それ以上に 出た場合には,修 繕にた い して追加的に支 出され る貨幣単位
は,す べて,よ り少ない節約を引 き起 こす こと(非経済的)にな る。修繕措置 が
比較 的有利 な場 合には,n=Oか らn=itへと短期的利用 が高まることにたいす
る減価償却額 としては,時 点t=Oまで割引かれた修繕にたいす る追加 支 出 が
算定 され る。 これにた いして,も し設備財 の給付能 力の減 少が追加的な修繕措
置に よって部分的に相殺 され うるとす るな らば,減 価償却額 としては,こ のた
めに必要 とな る追加的な修繕支 出額 を割 引いた もの のほかに,その他の支 出(追
加的な支出発現的限界原価および販売収益ならびに売却収益の減少)の増 加額 を 割 引
いたも のか ら構成 され ることにな る⑬。
こ うした論述か ら〉意思決定指 向的原価 計算においては,短 期的な部分期 間
におけ る処分 に よっては じめて引 き起 こされ るよ うな,修 繕 費用だけが評価 さ
れ る とい うことが 明らか となる。その際,こ れ ら追加的な措置が短期部分期間
におい てか,あ るいは,将 来 の部分期 間のひ とつにおいて とられ るか ど うかは
重要 ではない のであるロ㌔
この よ うに,マ ーラー トにあ っては,短 期的な利用に適合す る際 の修繕 のた
めの最 適な追加支 出額 の決定に際 して,限 界原理が適用 され,さ らに,支 出系
統 間の比較か ら減価償却額を計算す るとい う方法が とられ ているのである。 こ
うした視点か ら,さ らに,短 期的な設 備利用が長期的 な生産お よび販売計画に
どのよ うな影響 をお よぼし,そ こか ら,減 価償却 の決定 のために どの よ うな帰
結が導 き出され るか とい う問題が考察 され る。そ の際,マ ー ラー トは修繕措置
の強度 と種類が長期的には変 化 しない状態 にある とい う仮定 を 設 定 し,さ ら
に,設 備財の取替時点が短期的利用に よっては移行 しないし,ま た売却収益 も
影響 され ない とい う条件の もとでの投資計画か ら出発す るのである。
こうした前提 の枠内において,マ ー ラー トは,長 期 的な生産計画お よび販売
計画 に適合す る ことにたいす る原価 として の減価 償却 を,ま ず,設 備財群が存
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在 しない とい う場合 につ いて見つけ 出し,そ して,そ れか ら設備財群について
の減価償却額 の算定 とい う問題 に検討を加 えてい るのである㈹。
将来 の部分期聞 におけ る生産 お よび販売量は,設 備財 の質的な給付能力の低
下 と量的 な給付能 力の低下に影響をお よぼす。前者 の場合 においては,将 来 の
(支出をともな う)限界原価 の上昇や将来 の販売収益 の減少が生 じ,こ のこ とは,
ひ とつない しい くつかの製品の支 出発現的貢献差益が マイナスになる ように作
用 し,そ の結果,そ の製造が もはや 引き合わ ない とい う結果に導 くのであ る。
したが って,そ の場合には 当該期 間の生産 お よび販売 プログラムは制限 され る
ことに なる。 もしわれわれが短期 的な要求(生産的利用)をn=0か らn==fitlc引






ここで,t+は既存の設 備財の耐用年数を示 してい る。i=1,2,……,n個 の製
品種類が製造 され販売 され るもの とす る。Xiteはn=Oの短期的 な利用に 際 し
ての期間 勒こおけ る第`番 目の製品種類の生産 お よび販売量 を示 して い る。 し
たが って,Xlitfiとなる。 この数量 は,そ れ に応 じた支 出発現的貢献差益 で乗ぜ
られ,短 期的な計画期間 の開始時点 のところまで割 引かれ る。同質的 な原価 の
発生 に際しては,支 出を ともな う限界原価Kitはtit・d¢と書 くことも できる。
その際,㌔ は部分期 間におけ る製品種類 川こたいす る出来高時 間を示 し,∂¢は
部分期間 彦におけ る時間単位 当 りの支出発現 的原価率を示 してい る。質的な給
付減少は利用 の増加 とともに上 昇す るd,で表現 され る。n=Otlc-`致す る,生
産 プログラムに含 まれ ていたす べて の製品種類 討 お よ び その新 しい貢献差益
(Pi÷t。-Ki+t。)Xi+t。の高 さでの収 入超過額が生ず ることに なる。そのほか に,
プラスの貢献差益 を示 し,し か も生産 プログラムにおいて主張 され るすべての
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の高 さでの,計 画時点 まで割引かれた貢献差益 の減少が計算 されなければな ら
いな㌧ミ⑰。
この ように して,減 価償却額は,収 入超過額 の資本価値差額 として,前 述 の
式に したが って,算 定 され るので あるua。
さて,減 価償 却額 を長期 的な生産お よび販 売計画 の適合 にたいす る原価 とし
て算定す ることに際 しての もうひ とつの問題 は,ひ とつの製 品 もし くはい くつ
ノ
かの製 品が,そ の完成にいた るまでのあいだに,い くつか の設備をつ ぎつ ぎと
通過 し,そ の結果,た しかに,変 動 的な個別原価(減価償却は除 く)は計算 され
るが,し か し,設 備財 の収益は計 算 され ない とい う場合,つ ま り設備群(Anla・
genverbund)とでもい うべ きものが 存在 している場合の問題 であ る。 ここでは,
特定の設 備財の要求(生産的利用)だけ では,生 産 プログラムが制 限 され る か ど
うか とい うことについ ての決定を下す ことはできない のである。それは,他 に
設備財の原価 も考 慮に 入れ て下 され なけれ ばな らないのである。そ うした設備
群 を形成 してい る機械設備にたいす る減価償却 は,そ れぞれ の機 械の短期 的な
要 求(生産的利用)の関係で あるばか りでな く,同 時に,他 の す べ ての機械 の短
期的な要求(生産的利用)にたい して も関数関係を もってい るの で あ る。 しか し
なが ら,短 期的な生産計画 の枠 内で,そ うした関数 的な依存 関係を正確に考慮
す る ことは大 きな問題 を提起す る ことにな る。それ は,情 報 の獲得 と処理に際
しての困難さに関連す るだけ でな く,計 画問題 の構造それ 自体に も関連 してい
るのであ る。 そ こでは,機 械設備の要求(生産的利用)とい う変数 の 目 的 関数係
数 としての減価償却が変 数 とみな され る べ き他の機械設備 の要求(生産的利用)
に よってのみ表現 され るので,非 線型 の最適化の領域(Gebietdernichtlinearen
Optimierung)の問題が重要 とな るのであ るag。
マーラー トは,2台 の機械を用 いた場合について,こ れ を3次 元 の空間 グラ
フに よって示 しているの である四。
(751)減 価償却論の新展開45
さ らに また 多数 の機 械 ・設 備 を用 い た場 合 に お い て減 価 償 却 問 題 を解 くた め
に は,多 次 元 の凸 型 の解 決 空 間(einmehrdimensionalerKonvexerL6sungsraum)

























以上にみた ごと く,マ ーラー トは原価計算 を企業活動の 目的適合的 な計画設
定に役立つ情報 の提供 と同時に)意 思決定を有効に コソ トロールす るため の計
算手段 として構築 しよ うとしてい るのであ る。 そ こでは,原 価 は 「活動 と結び
ついている意思決定領域 の価値減少」 としていわ ば価値的に とらえ ら れ て お
り,そ の ことは他面において,支 出に も とつ く 「パ ガ トリッシ ェな原価評価」
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(Pagat・rischeKostenbewertung)の意義を否定す る ことともな ってい る の で あ
る。 こ うした観 点にた って構築 された マー ラ ー トの 「意思決定指 向的原価計
算」におい ては,製 品を原価負担者 とす るのではな くて,生 産 領域の諸活 動が
原価負担者 としてあ らわれ る ような計算 とな ってい るのであ る。 しか も,マ ー
ラー トは,長 期 的な枠計画 と相 互依 存的 な関係に ある部分計画 との関連におい
て,減 価償却 を論 じてい るのであ る。 つ まり,か れに あ っては,減 価償却問題
は機械 ・設 備の短期的 な生産 的利用 と長期的 な意思決定領域 との関連 のなか で
考察 され てい るのであ る。そ して,短 期 的 な部 分 モ デ ル に お い て 「理論的
に正 しい価値」 に接近す るために,か れ は 「意思決 定仮説 」を導入す るのであ
る。 ここでは,法 則性につ いての言 明をお こな うとい う認識論的 なもし くは科
学論 的な意 味での仮説 が問題 とされ てい るので は な く て,む しろ,「 意思決
定に役立つ仮説」 とい うものが問題 とされ てい るのであ る。 それ は意思決定に
関連す るとお もわれ る諸関連につい ての言 明をお こない,認 識論的 な仮説 とは
ちが って,そ の見積 られ た もし くは予想 され る効用が それ の引き起 こす費用 よ
りも大 であ り,し か も,そ れ の正味 の効用が他 の仮説 のそれ よ りも高 く見 積 ら
れ る限 りにおいて,た とえそれ が一度 も生起 しなか った として も,す てられ る
ことはない とい った類 の仮説 なのであ る。 したが って,こ の意思決定仮説 の証
明度 は認識仮説 のそれ と比 較 して,よ り低い劣 った ものとな ら ざるを えないの
である。 しか も,'マー ラー トはそ うした仮説 と し て,「理論 的に正しい収支 の
流れ にたいす る近似 としての原価」 を設定す るのである。 マー ラー トの減価償
却論は こ うした証 明度 の低 い意 思決 定仮説に基礎 をおいた概算的 なもの といえ
るのであ る。
この よ うに,こ こで論 じられ ている 「意思決定」 は,現 実 の客観的な現象 と
しての意思決定それ 自体 では な くて,き わ めて抽象的かつ理論的な枠 組 のなか
でのそれであ り,減 価 償却論 を展開す るため の論理的な用具 として用い られ て
いるにす ぎない とい うことが明 らかにな るのである。 この よ うな基本的 な性格
を もつ マー ラー トの減価償却論 にあ っては,伝 統的な減価 償却概会を支 えてい
る 「配 分思考」 ならびに 「実体維持 思考」 が,「意思決定」 とい う視角か ら 批
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判 され否定 され ているのである。 こ うした批判 の うえにた って展開 されたのが
マー ラー トの減価償却論なのであ る。
そ こでは,経 営手段の利用 と結 びつけ られ た意思決定領域 の価値減少を どの
程度 まで数量化し うるか とい うことが中心的 な課題 とされ,そ のた め に,「限
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界原理」が適用 され,さ らに,支 出系統間 の比較か ら減価償却額を計算す ると
い う方法が とられ てい るのである。 したが って,そ こでは,機 械 ・設備 の調達
価値 も,そ の時価 も,さ らにまた再調達価値 も,減 価償却 の 目的適合的な決定
要因 とはみな され ないだけでな く,減 価 償却に とってはなんらの意義 も有 して
いない とさえ主張 されているのであ る。そ して,マ ー ラー トは,減 価 償却額 の
決定要 因 として,取 替時点を早め る ことにたいす る原価 としての追加的利子,
将来失われ る貢献差益,追 加的な修繕のための費用 とい った数値 をあげ てい る
のである。 しか し,そ の際,か れ は そ れ ら数値に随伴す る不確定要因を無視
し,「所与の単一価値的な予想」 か ら出発 してい るので あ る。 しか も,そ れ ら
数値は概i算的 な見積 りとい うものを前提 としてい るのであ る。
この ようみ て くると,マ ーラー トの主張 してい る,意 思決定論的に要求 され
るべ き減価償却概念は,伝 統的な意 味におけ る減価償却概念 とは,そ の内容に
おいて,ま った く異な っているといえ るのであ る。 したが って,こ う した 異
な った内容を もった概念 を伝統的な 「減価償却」 とい う用語を もって表現す る
ことは不適当である といわ ざるをえないのであ る。 し か し な が ら,マ ー ラー
トは伝統 的な減価 償却概念 との差異はみ とめるも の の,な お,意 識的に,「減
価償却」 とい う用 語を用い るのであ る。かれは異質の内容をもつ概念を同一 の
用語で表現 している といえ る の で あ る。つ ま り,マ ーラー トの減価償却論で
は,「意思決定」 とい うものが論理展 開の用具 とされ,そ れを媒介 と し て,ま
った く異質 の内容を もった概念が 「減価償却」 とい う用語の もとに,あ たか も
同質的な内容 をもつ概念で あるか の ように論述 され てい るのであ る。
こうした内容を もつ マー ラー トの減価償却論の現実的な意義 を考察す るため
には,今 日の ヨー ロッパ(と くにEC)において進行 しつつある会計制度の統一
化の動 きに注 目してお く必要があるであ ろ う。 とい うのも,そ うした統 一化が
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進行す るなかにあ って,多 様かつ異質の内容 をもつ減価償却 実務(たとえば,「初
年度100%償却」あるいは減価償却を景気め動向などに応じて弾力的におこなえる よう
にするといった減価償却制度の 「弾力化」をあげることができる)が,「減 価償却」 の
名の もとに,表 見的には,あ たか も同一 の もの であるかの よ うに説 明されてい
るか らであ る。 マーラー トの減価償却論は この よ うな多様かつ異質 の内容を も
つ減価償却実務を も 「減価償却」 の名の もとに論理 化し うるひ とつの可能性を
示唆 した もの として評価す ることができ るので ある。
(昭和52年11月)
